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活動拠点 東京 

略歴 

2009年 株式会社三菱総合研究所主席研究員 

2013年 千葉市役所総務局次長（CIO補佐監） 

2016年 総務省自治行政局企画官 

2019年 内閣官房 政府 CIO補佐官（総務省担当） 

2021年 総務省デジタル統括アドバイザー（現職） 

こんなことを 

支援できます 

①IT ガバナンス・情報システム改革 

・自治体の IT体制・計画・予算査定・調達審査の整備支援。 

・レガシーシステム改革、標準化対応、クラウド移行に関する助言。 

・情報セキュリティポリシーの策定・見直しと職員研修の支援。 

②DX 推進・行政改革 

・自治体 DX推進計画の策定・実行体制構築の支援。 

・EBPM・BPR・アウトソーシングを活用した業務改革の助言。 

・マイナンバーカード利活用施策・番号制度対応の支援。 

③データ利活用・職員研修 

・オープンデータ・ビッグデータ・マイデータ活用の推進支援。 

・データ活用・番号制度・セキュリティに関する職員研修の実施。 

自治体向け 

メッセージ 

市役所（千葉市）と県庁（香川県）、府省庁（内閣官房、総務省）で CIO補佐官を担

当しておりました。また、総務省にて自治体情報化の施策（標準化・ガバメントクラ

ウド、セキュリティ、マイナンバーカード活用）に関わっていました。自治体での計

画策定や職員研修等お気軽にお声がけいただければと思います。 

 

＜主な専門分野＞※特に得意とする専門分野を３つまで掲載 
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＜地域情報化に関する自治体委員等（2026/2/25時点）＞ 

〇茨城県「IT戦略会議」（平成 22～25年） 

〇奈良県「マイナンバーカード利活用アドバイザー」（令和 4年） 

〇香川県「CIO補佐官」（平成 17～19年）、「情報システム最適化検討委員会」（平成 17～19年）、「高度

情報化推進委員会」（平成 17年）、「ITガバナンス再構築アドバイザー」（令和 5年～） 

〇群馬県伊勢崎市「DX推進アドバイザー」（令和 5年～）、「デジタル化推進本部会議」（令和 5年～） 

〇埼玉県狭山市「情報化アドバイザー」（令和 6年～）、「情報化推進本部会議」（令和 6年～） 

〇東京都町田市「町田市デジタル化推進委員会」（令和 4年～）、「デジタル化推進アドバイザー」（令和 5

年～） 

〇愛知県高浜市「DX推進アドバイザー」（令和 6年～） 

〇大阪府東大阪市「DX政策アドバイザー」（令和 5年～）、「総合戦略審議会」（令和 5年～） 等 

 

＜地域情報化に関する書籍（2026/2/25時点）＞ 

〇電子自治体関連：「徹底検証電子自治体」（共著・井熊均編 日刊工業 平成 15年）等 3冊 

〇マイナンバー制度関連：「未来を拓くマイナンバー 制度を使いこなす事業アイディア」（共著・森信茂樹

編 中央経済 平成 27年） 

〇自治体システム標準化関連：「こうすればうまく進む 自治体システム標準化＆ガバメントクラウド」（共

著・ぎょうせい 令和 5年） 

 

＜地域情報化に関する講演等（2026/2/25時点）＞ 

〇マイナンバー関連：38回 

・放送大学講座「マイナンバー制度と新たな地域サービス」（平成 27年 7月）等 

・地方公共団体情報システム機構「マイナンバーカード利活用セミナー」（令和 7年 7月）等 

〇公的個人認証・自治体ポイント関連：24回 

・自治日報セミナー「マイナンバーカードを活用した地域経済好循環システムの構築」（平成 29年 7月） 

・奈良県「マイナンバーカードの利活用に関する勉強会（市町村）」（令和 4年 12月）等 

〇自治体 DX・システム標準化関連：113回 

・政令市・中核市・特別区 CIOフォーラム「標準化・ガバクラの運用費における課題と改革について」（令

和 7年 5月） 

・地方自治情報化推進フェア 2025「自治体システム標準化後の運用経費高騰問題」（令和 7年 10月）等 

〇オープンデータ・データ利活用関連：43回 

・自由民主党デジタル特命委員会委員長との対談「CIO補佐官に聞く マイデータ」（令和 2年 7月）等 

〇情報セキュリティ関連：41回 

・シスコシステムズ「ウィズコロナ時代の自治体業務環境」（令和 2年 6月）等 

〇ITガバナンス：15回 

・自治体経営協議会「2040年問題に向けた自治体経営とデジタル化」（令和 6年 1月） 

・時評社 行政活性化推進委員会「行政経営効率化と我が国の IT産業の変革」（令和 6年 3月）等 

〇アウトソーシング・BPO・サービス改革関連：7回 

・富士フイルム「自治体アウトソーシング市場への期待」（令和 7年 7月） 

・宮崎県共同調達・共同利用に係る市町村勉強会「デジタル分野を中心とした民間業務委託について」（令

和 8年 1月）等 

〇新技術・デジタル人材関連：7回 

・スクエア freeセミナー「公務員のデジタル技能とリスキリング～組織の観点から～」（令和 5年 5月） 

・町田市管理職研修「DXの推進と AIの利活用」（令和 8年 2月） 


